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１．平成２５年度当初予算のあらまし 

国の「平成25年度地方財政の課題」では、平成25年度の地方一般財源総額は、実質的に平

成24年度と同水準とされている。国の地方財政対策は日野町へも当然影響し、また、景気低

迷により町税の大幅な増収が期待できず、平成25年度の経常的一般財源収入の増を見込むこ

とは極めて困難な状況であった。そのような中、年々増加する行政需要や社会保障関係費に

対応するため、要求ベースでの一般財源総額は約64億5,500万円（前年比4.6％増）となり、

スタート時点から極めて厳しい予算編成となった。 

しかしながら、平成２５年度は、第５次日野町総合計画の３年目の年であり、実施計画に

位置づけられた事業を着実に実施するため、予算編成においては、「歳入に見合った歳出」

を原則としながら、住民本位の視点に立った、生活に身近な４分野（教育・子育て、福祉、

地域経済、生活インフラ）の重点施策を定め、まちの将来像を見据え、重点的・効率的な予

算配分を行った。 

 具体的には、公立保育所こばと園整備事業、中学校での給食を開始する学校給食事業、有

害鳥獣駆除事業（継続・拡充）、住宅リフォーム助成(継続・拡充)、太陽光発電システム設

置助成事業、社会資本整備総合交付金事業（道路では町道大窪内池線側溝修繕、豊田中山線

歩道設置工事、橋梁では長寿命化工事等）等の予算計上を行っている。 

 また、本年度の大きな歳出として、医療介護ニーズの高度化に応じた運営をより一層充実

させるため介護老人保健施設の資産譲渡に伴う予算を計上している。 

 一方、これまで実施してきた福祉分野の町独自の施策や、町の教育施策に力を注ぐという

観点から、日野中学校の臨時講師の加配や、小・中学校の学校図書室への図書司書の派遣、

英語検定、漢字検定の助成、標準学力調査の実施等の施策も引き続き継続ないし拡充した。 

結果として、予算総額は84億4,000万円となり、前年度に比して9億6,400万円の大幅な 

増となった。歳入は、介護老人保健施設の譲渡に伴う財産収入が約5億円の大幅増となり、

歳出の目的別経費では、全体的に歳出減となる中で、民生費が約10億円の大幅な増となって

いる。性質別経費では、人件費（約4,000万円減）や公債費（約1,000万減）などの義務的経

費が減じる一方で、投資的経費（普通建設事業費等（約2億6,000万円増））や繰出金（6億3,

000万円）が増となっている。 
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 ２．予算の規模 

 ２５年度 ２４年度 増   減 増 減 率 

一般会計 8,440,000 7,476,000 964,000 12.9％ 

特別会計 5,765,071 5,102,572 662,499 13.0％ 

企業会計※ 870,539 889,082 △18,543 △2.1％ 

※企業会計は収益的支出および資本的支出の合計額      （表中の数は千円で表示 以下の表も同じ） 

一般会計総額では、前年度と比べて9億6,400万円の増となった。目的別では、民生費の

伸びが大きく、前年度に比して10億546万円（＋42.0%）の伸びとなった。これは、介護老

人保健施設を譲渡するため、介護老人保健施設特別会計繰出金で6億7,408万4千円を計上

したこと、公立保育所こばと園整備事業で2億5,450万円を計上したことが要因。 

特別会計の総額では、先の介護老人保健施設の譲渡により介護老人保健施設特別会計が

前年度比で6億123万円の増。また、国民健康保険特別会計では、保険給付費の増等により

5,706万9千円の増、介護保険特別会計で保険給付費の増等により3,652万8千円の増となっ

ており、医療給付、介護給付の増が予算規模に影響している。 

企業会計（水道事業会計）は、水道料金改定等により前年比1,854万3千円の減となった。 

 

３．平成２４年度３月補正と連続した１３ヶ月予算 

  国の補正予算（第１号）による事業や新規の国庫補助金の確保に伴う事業の予算を平成

２４年度３月補正予算に計上し、翌年度に繰越している。この分を加算すると、実質的な

平成25年度の予算規模は約87億3,600万円となっている。繰越の内訳は、普通建設事業費

が多く、国の補正予算（第１号）の対応として、農業基盤整備促進事業7,340万円、社会

資本整備総合交付金事業（防災・安全）6,150万円等があり、新規の国庫補助事業として、

特定地域再生事業1億2,413万円などを計上している。 

 ２４年度 
３月補正（繰越分） 

２５年度 
当初 ２５年度合算額 

予算総額 296,430 8,440,000  8,736,430 

普通建設事業費 275,930 891,459  1,167,389 

約3.0億増 

約2.8億増 
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４．歳入予算の構成図 

 

歳入総額 

84億 4,000万円 
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５．歳入の主な内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

・町税                   

個人町民税およびたばこ税は増収を見込んでいる。固定資産税は、企業の設備投資 

や新築家屋分による若干の増を見込んでいる。全体として前年度を上回るが、平成24

年度から家屋の評価替えによる固定資産税の減収分が約１億5,000万円程度あり、その

水準の回復までには至っていない。 

・国庨支出金   

  障害者総合支援給付費負担金（1億9,975万3千円）、児童手当交付金（2億7,582万5

千円）、社会資本整備総合交付金（社会資本整備総合交付金事業）6,710万円など。 

・県支出金    

  こばと園の整備に伴う（木造公共施設等整備事業費補助金（1億2,725万円））や、障

害者総合支援給付費負担金（9,987万6千円）、児童手当負担金（5,961万円）など。 

・財産収入    

  介護老人保健施設の譲渡に伴う、財産売払収入（5億440万3千円）が主なもの。 

・繰入金     

  一般財源不足対応分として財政調整基金繰入金（3億2,000万円）、減債基金繰入金 

（1億7,108万2千円）は、介護老人保健施設の譲渡に伴い建設時の町債を繰上償還するた

めの財源として繰り入れする。 

税目 ２５当初 ２４当初 増 減 

個人町民 948,500 891,300 57,200 

法人町民 302,120 302,120 0 

固定資産 1,688,873 1,680,381 8,492 

軽自動車 60,400 60,200 200 

たばこ 128,000 119,000 9,000 

合 計 3,127,893 3,053,001 74,892 

年尐扶養控除廃止によ

る影響。 

税制改正による増 

(法人税減税の補填) 

県と町との税率変更 
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歳出総額 

84億 4,000万円 

６．歳出予算（目的別）の構成図 
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７．歳出予算（目的別経費）の内訳 

目的区分 ２５当初 ２４当初 差額 

議会費 86,324 94,602 △ 8,278 

総務費 939,461 780,831 158,630 

民生費 3,400,828 2,395,368 1,005,460 

衛生費 582,453 574,280 8,173 

労働費 45,363 37,033 8,330 

農林水産業費 434,950 449,103 △ 14,153 

商工費 120,747 121,505 △ 758 

土木費 721,097 785,082 △ 63,985 

消防費 296,716 312,777 △ 16,061 

教育費 1,191,711 1,227,956 △ 36,245 

災害復旧事業 0 66,400 △ 66,400 

公債費 619,350 630,063 △ 10,713 

予備費 1,000 1,000 0 

合 計 8,440,000 7,476,000 964,000 

・総務費 

 平成２４年に予算計上した、庁舎耐震補強その他工事（継続費の平成25年度分）による

増、固定資産税の評価替えのため資産評価や空中写真撮影の経費により増加している。 

・民生費 

 民生費は、全支出の約４割を占める最大経費。老人福祉費が10億500万円（介護老人保

健施設特別会計繰出金（約6億7,000万円）を含む）、保育所費が7億3,200万円（こばと園

整備（2億5,450万円）含む）、障害福祉費が約4億6,000万円となっている。近年、民生費

は増加傾向が続いている。 

・土木費 

 公共下水道費が約3億3,800万円、次に道路新設改良費が約1億8,100万円となっている。

道路新設改良費は、国の補正予算（第１号）により、事業の一部を平成24年度3月補正に

計上し、前倒しにより実施している。 

・教育費 

 民生費に次ぐ大きな支出区分。前年度比では、小学校体育館屋根改修工事が完了したた

め約3,600万円の減。ただし、町独自の教育施策に関する予算は引き続き計上している。 

庁 舎 耐 震 補 強 工 事

（H24.25 継続費）の増 

介護老人保健施設特会

の繰出金、保育所こば

と園整備による増 

宮前橋災害復旧工事の

完了による皆減 
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８．歳出予算（性質別）の構成図 

歳出総額 
84億 4,000万円 
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９．主な歳出（性質別） 

性質区分 ２５当初 ２４当初 差額 

人件費 1,580,071 1,621,029 △ 40,958 

扶助費 1,284,371 1,214,650 69,721 

公債費 619,350 630,063 △ 10,713 

普通建設事業費 891,459 564,369 327,090 

災害復旧費 0 66,400 △66,400 

物件費 1,286,014 1,213,080 72,934 

維持補修費 50,113 48,693 1,420 

補助費等 1,180,940 1,196,966 △ 16,026 

積立金 1,816 3,135 △ 1,319 

貸付金 12,280 14,680 △ 2,400 

繰出金 1,532,586 901,935 630,651 

予備費 1,000 1,000 0 

合 計 8,440,000 7,476,000 964,000 

・扶助費 

  障害者総合支援事業が約4億300万円、児童手当支給事業が約3億9,500万円、福祉医療費

助成（県・町合算）約1億4,300万円となっている。 

・普通建設事業費（投資的経費） 

こばと園整備（2億5,450万円）事業や、道路整備関連事業（社会資本整備総合交付金事

業など）（1億6,870万円）が主なもの、過去には、日野川流域土地改良事業償還事業が大

きな支出であったが、債務負担行為を積極的に繰上償還したため、償還額（本年度は、約

5,500万円）は減尐傾向にある。 

・補助費等 

主な支出は、東近江行政組合負担金（消防、救急等）（約2億5,700万円）や中部清掃組

合負担金（日野清掃センター）（約1億8,200万円）、滋賀県高齢者医療広域連合負担金（約

2億2,170万円）。 

・繰出金 

 介護老人保健施設の譲渡に伴う繰出金（約6億7,400万円）が主な増加要因。他に国民健

康保険特別会計繰出金（約1億2,500万円）、介護保険特別会計（約2億3,900万円）、公共

下水道事業特別会計（約3億3,800万円）など。 

 

障害者総合支援事業等に

より増加している 

介護老人保健施設特会繰

出金による大幅増 

こばと園整備事業等によ

り増加している 
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１０．地方債残高の推移  

  

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

  

※平成23年度末までは、各年度末現在高、平成24年度末および平成25年度は見込高。 

※平成21年度末までは、住宅資金等貸付事業特別会計の地方債残高を含む。 

※臨時財政対策債を除く地方債現在高は減尐傾向にある。 

※近年は、臨時財政対策債の残高が増加傾向にある。 
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１１．主な総合計画の基本方針と予算別事業  

（※詳細は、別添「平成２５年度に取り組む主な事業」資料１を参照のこと） 

   

【基本方針】 ともにいきる安心ささえあいのまち  （｢重｣は重点施策事業、◆は新規） 

◇外国人通訳（ポルトガル語）配置事業 （285万5千円） 

  町内に在住する外国人の生活支援や、外国人生徒の学校での支援を行うため、外国語

通訳の配置を行う。 

重◇障害者総合支援事業 （4億1,196万2千円） 

  障害者総合支援法に基づき、事業所（作業所）への通所や入所、ヘルパー利用等、障

がいのある方へ、それぞれに自分にあった福祉サービスを給付する。 

重◇県単独福祉医療助成事業 （1億170万5千円）、町単独福祉医療費助成事業 （4,747万4千円） 

  乳幼児、重度心身障害者、母子父子世帯、老人に医療費の一部を助成する。町単独で

は、就学前乳幼児の無料化および小・中学生の入院時医療費の無料化を実施する。 

 

【基本方針】 子どもがはつらつと育つまち 

重◇障害児地域活動支援事業 （475万8千円） 

  障害のある子どもに学校や家庭以外の地域に活動の場を確保するため、障害児学童保

育所の運営に対して補助金を交付するとともに、夏休み期間の活動の場として、障害児

サマーホリデーサービスを実施する。 

重◇母子保健事業 （3,555万4千円） 

妊婦健診、乳幼児健診、各種教室、相談指導、食育事業などを実施する。妊婦健診 

14回分を公費負担。平成24年度から不妊治療費補助金を開始。 

重◆公立保育所こばと園整備事業 （2億5,450万円） 

こばと園の園舎を整備し、定員増を図る。整備には木造による工法を採用する。 

◆育成医療・養育医療給付事業 （433万8千円） 

  1歳未満の未熟児医療給付や、18歳未満の障害のある児童へ生活能力を得るための医 

療費を給付する。県から町への権限移譲により25年度から実施。 
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重◇地域子育て支援事業 （1,651万9千円） 

児童虐待防止ネットワークの構築や、子育て支援研修会を実施。また旧桜谷幼稚園園

舎を、子育て中の親が気軽に集い交流し、子育ての不安等を解消する場として活用する。 

重◇小学校外国語活動支援員派遣事業 （308万5千円） 

小学校５・６年の外国語（英語）教育のため支援員を派遣し、授業の支援を行う。 

重◇中学校きめ細かな学習支援事業 （531万5千円） 

県の35人学級（尐人数学級）をさらに充実させるため、町独自に臨時講師を加配する。 

重◇学校給食事業 （1億374万7千円） 

日野中学校での給食事業を新規に開始する。 

 

【基本方針】 誰もがすこやかに元気に暮らすまち 

重◇健康増進事業 （2,712万9千円） 

健康診査、健康教育、健康相談などを実施する。また、がん検診を実施、推進する。 

重◇予防接種事業 （5,639万4千円） 

  予防接種法に基づく予防接種を実施し、細菌やウイルスによる感染症を防ぐ。 

平成25年度から恒久化されるヒブ・小児用肺炎球菌、子宮頸がん予防ワクチンについて 

も引き続き自己負担無しで接種可能とする。 

 

【基本方針】 三方よしで未来につなぐ楽市楽座のまち 

重◇グリーン・ツーリズム推進事業 （693万3千円） 

  日野が有する地域資源を活用し、「ほんもの」体験による農家民泊交流を実施。 

重◇住宅リフォーム促進事業 （700万円） 

  町内業者に個人住宅のリフォームを依頼した者へ、商品券を助成する。 

◇商工会運営事業 （1,677万1千円） 

 商工会への運営補助に加え、会津まつりへの派遣補助や、町の商業活性化のための独 

自補助を実施する。 

 重◇有害鳥獣駆除事業 （2,419万7千円） 

   有害鳥獣の対策のため、駆除の促進や防護柵の設置補助を行う。 
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 重◇特産農産物振興事業 （717万6千円） 

   日野菜の産地ブランド化、原種保存、流通、加工、販売促進活動への補助を行う。 

 

【基本方針】 自然と文化をみんなでまもるまち 

 重◆太陽光発電システム設置助成事業 （500万円） 

   個人住宅の太陽光発電システム設置を町内業者へ依頼した者に対して、商品券により

助成を行う。 

  ◇環境保全型農業直接支援対策事業 （319万3千円） 

   環境こだわり農業に加えて、地球温暖化防止や生物多様性保全に効果の高い取り組み

をする農業者へ国・県とともに町が支援する。 

◇ごみ収集事業 （8,157万円） 

  一般家庭から排出されるごみの収集運搬や資源ごみの分別回収を実施する。また、わ

  たむきの里エコドームにリサイクル業務を一部委託する。 

 

【基本方針】 安心をみんなでつくり住みたくなるまち 

  ◇庁舎等施設管理事業（庁舎耐震補強その他工事） （1億5,426万6千円） 

   東日本大震災の被害状況を踏まえ、災害発生時に防災拠点となる役場庁舎が耐震基準

を満たしていないため、耐震改修等を実施する。（平成24年度からの継続費） 

 重◇社会資本整備総合交付金事業 （1億3,400万円） 

   町道豊田中山線歩道設置工事や町道大窪内池線側溝改修工事、橋梁の長寿命化修繕工

事を実施する。 

  ◇公共下水道事業特別会計繰出金 （3億3,761万9千円） 

   下水道の管渠築造工事や起債の償還などに対して繰出金を支出する。 

  ◇公園管理運営事業 （5,574万3千円） 

   大谷公園や内池公園など管理運営に要する経費を支出する。本年度は大谷公園のグラ

ウンドゴルフ場整備ための調査設計やプールのろ過機改修を実施する。 

  ◇消防団運営事業 （2,817万8千円） 

   地域の消防・防災に重要な役割を果たす消防団の活動経費を支出する。 



13 

 

  ◇消防・防災設備補助事業 （100万円） 

   地域の消防・防災体制の確立のため、自治会等が管理する防災設備（消防ホース、油

圧ジャッキ、担架など）の購入や補修へ補助をする。 

 

【基本方針】 学びあいみんなではぐくむ自治のまち 

◇社会教育団体育成事業 （162万7千円） 

 社会教育団体の育成と強化を行うため、団体の活動に補助金を交付する。25年度は滋

  賀県青年大会が日野町で開催されるためその負担金を支出する。 

重◇子ども読書活動推進事業 （746万3千円） 

小・中学校の学校図書館へ図書司書を派遣し、学校図書館の充実と利用の活発化を図

る。平成25年度から派遣者数を増員（２→３名）する。 

◇地区公民館管理事業 （4,113万3千円） 

  地域コミュニティの核なる公民館施設の管理・修繕経費を支出する。平成25年度は、

  こばと園整備に伴い必佐公民館の駐車場用地を取得する。 

◇文化振興事業 （１億77万2千円） 

  町民会館わたむきホール虹の管理運営や、日野町文化祭を実施する。また、尐年尐女 

カルチャー教室を開催し、子どもたちに文化体験の機会を設ける。 

 

１２．特別会計および企業会計予算の概要 歳入歳出は、主なもの（対前年比、伸び率） 

 

・国民健康保険特別会計  21億 8,084万 7千円 （＋5,706万 9千円、＋2.7％） 

歳入 国民健康保険税 4億 9,490万 9千円、前期高齢者交付金 5億 3,000万円 

歳出 保険給付費 14億 8,995万円、後期高齢者支援金等 2億 8,102万 2千円 

 

・簡易水道特別会計 1,242万 3千円 （＋49万円、＋0.4％） 

 歳入 使用料 210万円、繰入金 1,022万 2千円 

 歳出 業務管理費 451万 6千円、公債費 780万 9千円 

 

・住宅新築資金等貸付事業特別会計 53万円 （△2千円、△0.4%） 

  歳入 貸付金元利収入 45万円、県補助金 4万 2千円 

  歳出 基金費 45万 8千円 



14 

 

 

・公共下水道事業特別会計 9億 1,789万 9千円 （＋3,146万 2千円、＋3.5％） 

  歳入 使用料 1億 9,700万円、繰入金 3億 3,761万 9千円 

  歳出 下水道事業費 3億 7,979万 9千円、公債費 5億 3,800万円 

  五月台工区汚水管渠工事や曙・椿野台・ｻﾝﾗｲｽﾞ工区の舗装工事を実施 

・農業集落排水事業特別会計 1億 7,116万 7千円（△ 6,261万 6千円、△ 26.8％） 

  歳入 使用料 4,770万円、繰入金 8,084万 5千円、町債 4,240万円 

  歳出 農業集落排水事業費 4,786万 7千円、公債費 1億 2,320万円 

 

・介護老人保健施設特別会計 6億 7,419万 7千円（＋6億 123万円 ＋824.0％） 

  歳入 繰入金 6億 7,409万 7千円 

  歳出 介護老人保健施設費 6,418万 8千円、公債費 6億 1,000万 9千円 

 

・介護保険特別会計 15億 9,184万 3千円 （＋3,652万 8千円 ＋2.3％） 

  歳入 介護保険料 3億 219万 6千円、支払基金交付金 4億 3,877万 3千円 

  歳出 保険給付費 15億 23万 8千円、地域支援事業費 4,118万 5千円 

 

・後期高齢者医療特別会計 2億 1,286万 4千円 （△ 182万 1千円、△ 0.8％） 

  歳入 後期高齢者医療保険料 1億 4,651万 9千円、繰入金 6,565万 1千円 

  歳出 後期高齢者広域連合納付金 1億 9,351万 5千円 

 

・西山財産区会計 330万 1千円 （＋60万円、＋22.2％） 

  歳入 財産収入 220万円、基金繰入金 100万円 

  歳出 総務費 330万 1千円 

 

・水道事業会計 

収益的収入 5億 8,349万 8千円 （△3,650万 2千円、△5.9％）   

資本的収入 1億 8,432万 8千円 （△954万 8千円、△4.9％） 

収益的支出 5億 7,181万 9千円 （△2,056万 5千円、△3.5%） 

   資本的支出 2億 9,872万円   （＋202万 2千円、＋0.7％） 

   五月台配水管布設工事、青葉台舗装本復旧工事を実施 



平成２５年度日野町一般会計予算

【　歳　入　】

 （単位：千円、％）

3 月 補 正

左のうち 左のうち 後 現 計 額

(A) 一般財源 (B) 一般財源 （C) (A-B) (A-C) (A-B)/B (A-C)/C

1 町 税 3,127,893 3,127,893 3,053,001 3,053,001 3,153,001 74,892 △ 25,108 2.5 △ 0.8

2 地 方 譲 与 税 83,300 83,300 93,000 93,000 86,400 △ 9,700 △ 3,100 △ 10.4 △ 3.6

地方揮発油譲与税 24,500 24,500 30,000 30,000 25,500 △ 5,500 △ 1,000 △ 18.3 △ 3.9

自動車重量譲与税 58,800 58,800 63,000 63,000 60,900 △ 4,200 △ 2,100 △ 6.7 △ 3.4

地方道路譲与税 0 0 0 0 0 0 0 － －

3 利 子 割 交 付 金 7,000 7,000 4,100 4,100 7,190 2,900 △ 190 70.7 △ 2.6

4 配 当 割 交 付 金 3,800 3,800 4,300 4,300 4,300 △ 500 △ 500 △ 11.6 △ 11.6

5 株式等譲渡所得割交付金 1,000 1,000 1,500 1,500 1,500 △ 500 △ 500 △ 33.3 △ 33.3

6 地方消費税交付金 171,000 171,000 190,000 190,000 190,000 △ 19,000 △ 19,000 △ 10.0 △ 10.0

7 ゴルフ場利用税交付金 72,000 72,000 78,000 78,000 76,700 △ 6,000 △ 4,700 △ 7.7 △ 6.1

8 自動車取得税交付金 31,000 31,000 31,000 31,000 31,000 0 0 0.0 0.0

9 地方特例交付金 11,000 11,000 12,700 12,700 12,568 △ 1,700 △ 1,568 △ 13.4 △ 12.5

10 地 方 交 付 税 1,330,000 1,330,000 1,330,000 1,330,000 1,450,156 0 △ 120,156 0.0 △ 8.3

普 通 交 付 税 1,250,000 1,250,000 1,250,000 1,250,000 1,370,156 0 △ 120,156 0.0 △ 8.8

特 別 交 付 税 80,000 80,000 80,000 80,000 80,000 0 0 0.0 0.0

11 交通安全対策特別交付金 2,600 2,600 2,700 2,700 2,700 △ 100 △ 100 △ 3.7 △ 3.7

12 分担金及び負担金 228,785 0 199,136 0 194,523 29,649 34,262 14.9 17.6

13 使用料及び手数料 70,820 0 71,935 0 71,458 △ 1,115 △ 638 △ 1.6 △ 0.9

14 国 庫 支 出 金 627,817 0 619,308 0 723,908 8,509 △ 96,091 1.4 △ 13.3

15 県 支 出 金 690,015 4,126 579,361 3,200 554,368 110,654 135,647 19.1 24.5

16 財 産 収 入 507,788 506,564 5,025 2,392 5,322 502,763 502,466 10005.2 9441.3

17 寄 附 金 1,000 0 1,100 0 7,750 △ 100 △ 6,750 △ 9.1 △ 87.1

18 繰 入 金 531,738 320,000 412,142 350,000 55,561 119,596 476,177 29.0 857.0

基 金 繰 入 金 531,738 320,000 412,142 350,000 55,561 119,596 476,177 29.0 857.0

その他の繰入金 0 0 0 0 0 0 0 － －

19 繰 越 金 150,000 150,000 150,000 150,000 470,506 0 △ 320,506 0.0 △ 68.1

20 諸 収 入 74,244 2,528 78,392 5,370 98,553 △ 4,148 △ 24,309 △ 5.3 △ 24.7

21 地 方 債 717,200 460,000 559,300 460,000 1,039,310 157,900 △ 322,110 28.2 △ 31.0

うち臨時財政対策債 460,000 460,000 460,000 460,000 533,010 0 △ 73,010 0.0 △ 13.7

8,440,000 6,283,811 7,476,000 5,771,263 8,236,774 964,000 203,226 12.9 2.5

対当初

歳入合計

平成25年度

当初予算額当初予算額

内
訳

区　　　　　　分 対現計

内
訳

内
訳

平成24年度 対前年度増加額 対前年度伸率

対当初 対現計



【　歳　出　】

 （単位：千円、％）

3 月 補 正

左のうち 左のうち 後 現 計 額

(A) 一般財源 (B) 一般財源 （C) (A-B) (A-C) (A-B)/B (A-C)/C

1 議 会 費 86,324 86,324 94,602 94,602 91,144 △ 8,278 △ 4,820 △ 8.8 △ 5.3

2 総 務 費 939,461 763,830 780,831 697,448 1,127,744 158,630 △ 188,283 20.3 △ 16.7

3 民 生 費 3,400,828 1,949,777 2,395,368 1,352,784 2,378,858 1,005,460 1,021,970 42.0 43.0

4 衛 生 費 582,453 564,367 574,280 544,450 602,081 8,173 △ 19,628 1.4 △ 3.3

5 労 働 費 45,363 11,204 37,033 12,694 31,385 8,330 13,978 22.5 44.5

6 農 林 水 産 業 費 434,950 330,267 449,103 369,150 581,234 △ 14,153 △ 146,284 △ 3.2 △ 25.2

7 商 工 費 120,747 110,202 121,505 108,017 129,232 △ 758 △ 8,485 △ 0.6 △ 6.6

8 土 木 費 721,097 539,085 785,082 574,573 877,090 △ 63,985 △ 155,993 △ 8.2 △ 17.8

9 消 防 費 296,716 287,215 312,777 300,609 316,357 △ 16,061 △ 19,641 △ 5.1 △ 6.2

10 教 育 費 1,191,711 1,036,123 1,227,956 1,099,226 1,407,244 △ 36,245 △ 215,533 △ 3.0 △ 15.3

11 災 害 復 旧 事 業 0 66,400 179 73,139 △ 66,400 △ 73,139 皆減 皆減

12 公 債 費 619,350 604,417 630,063 616,531 620,266 △ 10,713 △ 916 △ 1.7 △ 0.1

14 予 備 費 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 0 0 0.0 0.0

8,440,000 6,283,811 7,476,000 5,771,263 8,236,774 964,000 203,226 12.9 2.5

1 義 務 的 経 費 3,483,792 2,478,924 3,465,742 2,478,290 3,374,539 18,050 109,253 0.5 3.2

人 件 費 1,580,071 1,415,543 1,621,029 1,466,732 1,586,887 △ 40,958 △ 6,816 △ 2.5 △ 0.4

扶 助 費 1,284,371 458,964 1,214,650 395,027 1,167,386 69,721 116,985 5.7 10.0

公 債 費 619,350 604,417 630,063 616,531 620,266 △ 10,713 △ 916 △ 1.7 △ 0.1

2 投 資 的 経 費 891,459 346,883 630,769 315,410 1,151,926 260,690 △ 260,467 41.3 △ 22.6

普 建 ・ 補 助 459,641 38,998 165,239 11,982 359,629 294,402 100,012 178.2 27.8

普 建 ・ 単 独 363,834 242,151 303,690 210,059 623,718 60,144 △ 259,884 19.8 △ 41.7

普 建 ・ 県 営 67,984 65,734 95,440 93,190 95,440 △ 27,456 △ 27,456 △ 28.8 △ 28.8

災 害 ・ 補 助 0 0 66,000 139 72,620 △ 66,000 △ 72,620 皆減 皆減

災 害 ・ 単 独 0 0 400 40 519 △ 400 △ 519 皆減 皆減

災 害 ・ 県 営 0 0 0 0 0 0 0 － －

3 一 般 行 政 経 費 4,064,749 3,458,004 3,379,489 2,977,563 3,710,309 685,260 354,440 20.3 9.6

物 件 費 1,286,014 1,042,886 1,213,080 1,030,217 1,249,899 72,934 36,115 6.0 2.9

維 持 補 修 費 50,113 40,742 48,693 39,710 70,829 1,420 △ 20,716 2.9 △ 29.2

補 助 費 等 1,180,940 1,091,826 1,196,966 1,097,517 1,229,139 △ 16,026 △ 48,199 △ 1.3 △ 3.9

積 立 金 1,816 0 3,135 0 131,478 △ 1,319 △ 129,662 △ 42.1 △ 98.6

投資及び出資金 0 0 0 0 0 0 0 － －

貸 付 金 12,280 810 14,680 30 14,320 △ 2,400 △ 2,040 △ 16.3 △ 14.2

繰 出 金 1,532,586 1,280,740 901,935 809,089 1,013,644 630,651 518,942 69.9 51.2

予 備 費 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 0 0 0.0 0.0

8,440,000 6,283,811 7,476,000 5,771,263 8,236,774 964,000 203,226 12.9 2.5

対前年度増加額 対前年度伸率

対当初 対現計 対当初 対現計

歳出合計（性質別）

平成25年度

当初予算額当初予算額
区　　　　　　分

歳出合計（目的別）

内
訳

内
訳

内
訳

平成24年度



平成２５年度日野町特別会計予算

 （単位：千円、％）

平成25年度

当初予算額 当初予算額 3 月 補 正

後 現 計 額

(A) (B) （C) (A-B) (A-C) (A-B)/B (A-C)/C

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 2,180,847 2,123,778 2,258,112 57,069 △ 77,265 2.7 △ 3.4

簡 易 水 道 特 別 会 計 12,423 12,374 11,680 49 743 0.4 6.4

住宅新築資金等貸付事業特別会計 530 532 2,364 △ 2 △ 1,834 △ 0.4 △ 77.6

公 共 下 水 道 事 業 特 別 会 計 917,899 886,437 991,827 31,462 △ 73,928 3.5 △ 7.5

農 業 集 落 排 水 事 業 特 別 会 計 171,167 233,783 296,639 △ 62,616 △ 125,472 △ 26.8 △ 42.3

介 護 老 人 保 健 施 設 特 別 会 計 674,197 72,967 71,987 601,230 602,210 824.0 836.6

介 護 保 険 特 別 会 計 1,591,843 1,555,315 1,592,840 36,528 △ 997 2.3 △ 0.1

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 212,864 214,685 214,618 △ 1,821 △ 1,754 △ 0.8 △ 0.8

西 山 財 産 区 会 計 3,301 2,701 2,701 600 600 22.2 22.2

5,765,071 5,102,572 5,442,768 662,499 322,303 13.0 5.9合　　計

平成24年度 対前年度増加額 対前年度伸率

対当初 対現計 対当初 対現計会　　　計　　　名



平成２５年度日野町企業会計予算

【　収　入　】

 （単位：千円）

収益的 資本的 収益的 資本的 収益的 資本的 収益的 資本的 収益的 資本的

(A) (B) （C) (D) (E) (F) (A-C) (B-D) (A-E) (B-F)

583,498 184,328 620,000 193,876 657,272 109,983 △ 36,502 △ 9,548 △ 73,774 74,345

583,498 184,328 620,000 193,876 657,272 109,983 △ 36,502 △ 9,548 △ 73,774 74,345

【　支　出　】

 （単位：千円）

収益的 資本的 収益的 資本的 収益的 資本的 収益的 資本的 収益的 資本的

(A) (B) （C) (D) (E) (F) (A-C) (B-D) (A-E) (B-F)

571,819 298,720 592,384 296,698 593,387 275,465 △ 20,565 2,022 △ 21,568 23,255

571,819 298,720 592,384 296,698 593,387 275,465 △ 20,565 2,022 △ 21,568 23,255合　　計

3月補正後現計額

水 道 事 業 会 計

区　　　　　　分

平成25年度 平成24年度

水 道 事 業 会 計

3月補正後現計額

当初予算額当初予算額

対前年度増加額平成24年度平成25年度

当初予算額

区　　　　　　分

当初予算額

合　　計

対現計

対前年度増加額

対当初 対現計

対当初



基金の状況
(単位：千円）

平成24 平成25

平成22 平成23 年度末 年度末

年度末 年度末 現在高 現在高

現在高 現在高 見込額 見込額

A+B-C (見込額) (見込額) D+E-F (見込額) (見込額) G+H-I

(A) (B) (C） (D) (E) (F) (G) (H) (I) (J)

１ 1,057,070 1,503 1,058,573 1,544 1,060,117 450 320,000 740,567

２ 261,903 183,778 187,667 258,014 31,021 289,035 139 171,082 118,092

３ 837,017 33,730 43,930 826,817 98,913 146,575 779,155 1,227 40,656 739,726

132,424 251 15,252 117,423 110 15,712 101,821 80 16,694 85,207

10,163 10,163 10,163 10,163

7,680 15 7,695 8 7,703 6 7,709

408,215 30,011 15,091 423,135 34,487 388,648 16,432 372,216

263,794 513 1,266 263,041 91,259 91,014 263,286 140 263,426

4,741 2,920 4,741 2,920 7,533 2,920 7,533 1,001 7,530 1,004

10,000 20 7,580 2,440 3 2,442 1 1

  　      
合　計　（１～３） 2,155,990 219,011 231,597 2,143,404 131,478 146,575 2,128,307 1,816 531,738 1,598,385

7,068 1,789 8,857 2,282 11,139 458 11,597

30,055 31 30,086 28 30,114 25 20,000 10,139

37,186 73 30,908 6,351 12,733 2,500 16,584 13 2,500 14,097

95,087 535 5,280 90,342 1,351 5,900 85,793 70 45 85,818

10 1 11 1 12 12 0

積立額 取崩額
区          分

平成23年度中

積立額 取崩額 積立額 取崩額

平成24年度中 平成25年度中

農 村 ふ る さ と ・
水 と 土 保 全 基 金

文 化 財 保 護 基 金

日 野 町 営 住 宅
建 設 整 備 基 金
教 育 施 設 整 備
資 金 積 立 基 金

財 政 調 整 基 金

減 債 基 金

そ の 他 特 定 目 的 基 金

福 祉 対 策 基 金

ま ち づ く り 応 援 基 金

住 民 生 活 に 光 を そ そ ぐ 基 金

特
別
会
計

住 宅 新 築 資 金 等
貸 付 事 業 基 金
国 民 健 康 保 険
財 政 調 整 基 金

介 護 給 付 費 準 備 基 金

農 業 集 落 排 水 事 業 基 金

介 護 老 人 保 健
施 設 財 政 調 整 基 金



平成２５年度に取り組む主な事業 （単位：千円）

○ともにいきる安心ささえあいのまち

総務費 男女共同参画社会づくり事業

男女共同参画社会の確立をめざして、男女共同参画のつどいの開催、男女共
同参画社会づくり町民意識調査に基づく行動計画（後期計画）を策定する。

1,118 企画振興課

総務費
外国人通訳配置事業
（戸籍住民基本台帳事務事業）

定住外国人対策として、町内に在住する外国人の生活支援、外国人子女の学
校での支援を行うため、外国語通訳の配置を行う。

2,855 住民課

民生費 民生委員児童委員活動事業

民生委員児童委員協議会の活動に対して補助金を交付する。

7,942 福祉課

民生費 社会福祉協議会運営事業

日野町社会福祉協議会の運営に対して補助金を交付する。

40,926 福祉課

民生費 社会福祉協議会活動事業

日野町社会福祉協議会の活動（地域福祉活動、敬老会事業など）に対して補
助金を交付する。

8,724 福祉課

民生費 老人クラブ活動事業

高齢者の社会参加を促進するため、老人クラブの活動（生きがいと健康づくり
のための社会活動、ボランティア活動など）に対して補助金を交付する。

3,578 介護支援課

民生費 シルバー人材センター運営事業

高齢者自らの経験と能力を活かした就労の場を提供し、高齢者の生きがい対
策を図るため、シルバー人材センターの運営に対して補助金を交付する。

7,635 介護支援課

民生費 老人福祉施設入所措置事業

身体・精神・環境上および経済的理由により、居宅において養護を受けること
が困難な高齢者が安心して生活を送ることができるよう、老人ホームへの入所
措置を実施する。 11,998 介護支援課

民生費 敬老祝金支給事業

90歳、95歳以上の方に敬老の意を表して祝品を支給し、百歳を迎えられた方に
長寿を祝う金品を支給する。

1,145 介護支援課

民生費 高齢者住宅小規模改造助成事業

高齢者が在宅で生活できるよう住環境を整備し、寝たきり予防および介護者の
負担軽減を目的として、住宅改造に対して補助金を交付する。

666 介護支援課

民生費 介護基盤緊急整備事業

第5期介護保険事業計画に基づき、地域密着型サービス（認知証高齢者グ
ループホーム）の整備を行う事業者に対して補助を行う。

30,000 介護支援課

一部新規
民生費 介護老人保健施設特別会計繰出金

指定管理者制度により運営している介護老人保健施設リスタあすなろについ
て、効果的・効率的な事業運営を実現するために資産譲渡を行うこととし、施設
建設時の補助金・地方債等の精算を特別会計において行うため繰出しを行う 674,084 介護支援課

民生費 在宅重度障害者住宅改造補助事業

日常生活において、重度障がい者の在宅生活の支援や介助者の負担軽減を
図るため、居住する住宅の改修費用に対して助成を行う。

932 福祉課

重点
民生費 障害者総合支援事業

障害者総合支援法に基づく障がい者に対する福祉サービス費を給付するとと
もに、個人の働く意欲を支援し、地域での生活の安定と自立を図る。

411,962 福祉課

重点
民生費 障害者地域生活支援事業

障がい者の自立の促進、生活改善、身体機能の維持向上などを図るサービス
（生活相談、手話通訳者派遣、日常生活用具給付など）を提供することにより、
障がい者の自立と社会参加を促進し、福祉の向上を図る。 19,607 福祉課

民生費 障害者外出支援助成事業

在宅の障がい者の社会参加等の促進を図るため、身体障害者手帳1～4級、療
育手帳A、精神障害者保健福祉手帳1級所持者に対して、燃料費またはタク
シー運賃の一部助成を行う。 3,720 福祉課

民生費 精神障害者地域生活支援事業

障害者生活ホームの運営などに対して補助金を交付する。また、精神障がい
者の方の支援施設等への通所に係る交通費に対する補助金や病院退院に向
けた施設利用に対する補助金を交付することにより、地域における生活を支援
し、福祉の増進を図る。

566 福祉課

民生費 県単独福祉医療費助成事業

乳幼児、重度心身障がい児（者）、老人および精神障がい者等に対して医療費
の一部を助成することにより、保健の向上と福祉の増進を図る。

101,705 住民課

資料１
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重点
民生費 町単独福祉医療費助成事業

乳幼児、重度心身障がい児（者）、老人等に対して医療費の一部を助成するこ
とにより、保健の向上と福祉の増進を図る。（就学前の乳幼児の医療費の無料
化および小・中学生の入院時の医療費無料化を実施） 47,474 住民課

教育費 中学校外国語指導助手活用事業

中学生の国際理解および英語能力の向上を図るため、外国語指導助手（ＡＬ
Ｔ）の招致を実施する。

5,316 学校教育課

教育費 人権教育推進事業

全ての人の人権が真に尊重される社会の実現を目指し、広く住民の人権問題
に対する理解と認識を深めるため、人権学習活動（ふれあい学習会など）を実
施する。 2,338 生涯学習課

民生費
介護保険特別会計繰出金
（保険事業勘定・介護サービス事業勘
定）

平成２４年度から始まった第５期介護保険事業計画に基づき、介護保険の安定
的な運営に寄与するため、介護保険特別会計に対して介護給付費分、地域支
援事業分（介護予防事業・包括的支援事業など）として繰出しを行う。 239,059 介護支援課

○子どもがはつらつと育つまち

重点
民生費 障害児地域活動支援事業

障がいのある子どもに地域活動の場を確保し、他の子どもたちや住民との関わ
りの中で社会的経験を積むことによる生活習慣の維持等により、その自立と発
達を促し、健全な育成を図るため、障害児学童保育所の運営に対して補助金
を交付するとともに、障害児サマーホリデーサービス事業委託により実施する。

4,758 福祉課

民生費 障害者東近江圏域共同事業

東近江重症心身障害者通園施設「くすのき」の運営に対して負担金を拠出する
とともに、働き・暮らし応援センター事業などに対して応分の負担を行う。

704 福祉課

重点
民生費 早期療育（児童発達支援）事業

心身の障がいまたは心身の発達に課題のある就学前の児童およびその保護
者に対して、専門的な療育の支援を日野町早期療育施設「くれよん」にて実施
する。 11,020 福祉課

重点
民生費 児童健全育成事業

保護者が昼間家庭にいない小学生に対し、学校の授業終了後に施設を利用し
て児童の健全な育成を図るため、町内６箇所の学童保育所の運営に対して補
助を行う。 33,929 福祉課

一部新規

重点
民生費 地域子育て支援事業

国の子育て支援交付金、県のほっと安心子育て支援事業補助金を活用して、
子育て支援センター事業や、子育て支援研修会の開催、子育て情報誌の作
成、一時預かり事業を行う。
【新規】つどいの広場事業、子ども・子育て支援新制度に伴う支援事業計画策
定

16,519 福祉課

重点
民生費 公立保育所運営事業

就学前児童の保育を行うため、公立保育所（あおぞら園、さくら園、こばと園）の
管理運営を実施する。

70,761 福祉課

新規

重点
民生費 公立保育所こばと園整備事業

老朽化した公立保育園こばと園を、木造公共施設等整備事業費補助金を受け
て改築する。

254,500 福祉課

民生費 わらべ保育園運営事業

私立保育所（わらべ保育園）の運営に対して負担金を交付するとともに、一時
保育促進事業、低年齢児保育事業、障害児保育事業などに対して補助金を交
付する。 146,937 福祉課

重点
民生費 児童手当支給事業

次世代の社会を担う子ども１人ひとりの育ちを社会全体で応援する観点から、
０歳から中学校修了前の児童を対象に、手当を支給する。

395,359 福祉課

重点
衛生費 母子保健事業

母子の健全育成および乳幼児に対する子育て支援の充実を図るため、妊婦健
診、乳幼児健診、各種教室、相談指導、食育事業などを実施する。平成21年度
から妊婦健診14回分を公費負担。平成24年度から不妊治療費補助金10万円
×3回

35,554 福祉課

新規
衛生費 育成医療・養育医療給付事業

育成医療（18歳未満の身体に障がいのある児童に対する生活能力を得るため
の医療）、養育医療（1歳未満の未熟児医療）の給付を行う。
【新規】平成25年度　県から町へ権限移譲 4,338 福祉課

拡充

重点
教育費 教育相談・子ども支援活動事業

「日野町子育て・教育相談センター」を中心に発達障がいの早期発見、早期支
援をはじめ、子育てにかかる相談など、子ども・保護者・学校（園）の支援を行う
ため、臨床心理士などを配置する。
【拡充】臨床心理士配置増　2.5人/日→3.2人/日

14,792 学校教育課

教育費
地域ぐるみの学校安全体制整備推進
事業

子どもたちが安心して教育を受けられるよう、学校と家庭や地域、関係機関・団
体と連携しながら実践する学校安全管理に関する取組に対して支援する。

130 学校教育課

重点
教育費

小学校外国語活動支援員派遣事業
（小学校教育振興事業）

新しい学習指導要領に基づき、小学校５年生・６年生に外国語を通じて、言語
や文化について体験的に理解を深め、積極的にコミュニケーションを図ろうとす
る態度の育成を図る学習を行うために小学校に外国語活動支援員を派遣す
る。

3,085 学校教育課

教育費
小学校特別支援教育支援員派遣事業
（小学校教育振興事業）

小学校に在籍する発達障がいを含む障がいのある子どもたちに適切な支援を
行い教育の充実を図るため、各小学校へ特別支援教育支援員を派遣する。

5,389 学校教育課

担当課款 事業名 事業概要 予算額
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教育費
小学校スクーリング・ケアサポーター派
遣事業

不登校児童に対して引きこもりの防止と解消を図るため、学校や家庭にサポー
ターを派遣する。

1,000 学校教育課

教育費
中学校別室登校対応事業
（嘱託職員雇用費（中学校管理費））

中学校の別室登校生徒への援助として職員を配置する。

3,035 学校教育課

重点
教育費

中学校学習支援員配置事業
（中学校教育振興事業）

規則正しい生活習慣を身につけることや学習態度への支援が必要な生徒に重
点的に指導を行うため支援員を派遣する。

4,798 学校教育課

教育費 青尐年育成地域活動支援事業

青尐年育成町民会議の活動に対して補助金等を交付する。

1,050 生涯学習課

教育費 子育て学習活動推進事業

子育て中の親への身近な支援を充実を図るため、親子ぷれすて事業、子育て
サポーター養成講座、子育て学習会など各種事業を実施する

645 生涯学習課

一部新規

重点
教育費 学校給食事業

児童生徒の心身の健全な発達を促し、食に関する正しい理解を養うため学校
給食法に基づく給食を実施する。
【新規】中学校給食 103,747 学校教育課

一部新規

重点
教育費 学校給食運営事業

学校給食法に基づく学校給食の実施に必要な施設・設備に要する経費および
運営に要する経費を支出する。また、地産地消の推進のための検討・実践を進
める。
【新規】地産地消推進のための機器導入1,680千円（マイコンスライサー）

29,796 学校教育課

拡充
教育費

標準学力調査および生活意識調査
（小中学校　教育振興事業）

小学校および中学校において個人の学力分析と全体の統計に用いることを目
的に標準学力調査・生活意識調査を行う。
小学校2年～6年：標準学力調査（国語・算数）、生活意識調査
中学校1年～2年：標準学力調査（国語・数学）、生活意識調査
【拡充】小学校6年まで拡大

1,443 学校教育課

教育費
漢字検定・英語検定受検
（小中学校　教育振興事業）

小学校5・6年生において漢字能力の向上を図るために漢字検定の受検、中学
校2年生において英語力の向上を図るため英語検定の受検を目標に学習に取
り組む。 1,059 学校教育課

教育費
小中学校　要保護・準要保護児童援助
事業

経済的な理由により就学が困難な児童に対して、学用品費等の支給を行う。平
成23年度から、支給項目に学習支援費を追加している。（小学校3,290円/年、
中学校4,070円/年） 13,168 学校教育課

教育費 小中学校　遠距離通学助成事業

通学距離が４㎞以上（小学生）で公共交通機関を利用する児童および６km以
上（中学生）である生徒の保護者に対して、通学費用の一部に対して補助金を
交付する。 7,909 学校教育課

教育費 小中学校　特色ある学校育成事業

地域に開かれた学校づくりの推進や各学校の特色を活かした活動を支援する
ことにより、特色ある学校づくりを推進し、児童の健全な育成を図る。

1,500 学校教育課

教育費 小中学校　修学旅行助成事業

小中学校が実施する、修学旅行の保護者の経済的負担を軽減するため、費用
の一部を助成する。小学校6年生：3,000円、中学3年生：5,000円

1,670 学校教育課

新規

重点
教育費

中学校きめ細かな学習支援事業
（嘱託職員雇用費（中学校管理費）・中
学校教育振興事業）

県の中学校２・３年生３５人学級（または尐人数学習）実施にあたり、町におい
てより充実したものとするための臨時講師を配置する。

5,315 学校教育課

○誰もがすこやかに元気に暮らすまち

民生費 国民健康保険特別会計繰出金

国民健康保険事業の安定的な運営に寄与するため、国民健康保険特別会計
に対して保険基盤安定分、出産育児一時金分、財政安定化支援事業分、福祉
医療波及分等として繰り出しを行う。 125,151 住民課

民生費
滋賀県後期高齢者医療広域連合負担
金

滋賀県後期高齢者医療広域連合に対して共通経費分、医療給付費分、審査
支払等分として負担金を拠出する。

221,692 住民課

民生費 後期高齢者医療特別会計繰出金

後期高齢者医療特別会計の安定的な運営に寄与するため、保険基盤安定分
などとして繰り出しを行う。

65,651 住民課

重点
衛生費 健康増進事業

健康増進法に基づき、生活習慣の改善を図るための健康教育や健康相談、が
んの早期発見のための検診、健康診査などを実施する。平成21年度からがん
検診推進事業を実施する。平成24年度から肺がん検診を実施（40歳以上男
女）

27,129 福祉課

一部新規

重点
衛生費 予防接種事業

予防接種法に基づき麻しん風しん混合ワクチン、BCG、四種混合、日本脳炎な
どの予防接種を実施し、細菌やウイルスによる感染症を防ぐ。
平成25年度からヒブ・小児用肺炎球菌、子宮頸がん予防ワクチンについてもワ
クチン接種緊急促進事業から恒久化され本事業にて行う。

56,394 福祉課

事業名 予算額款 事業概要 担当課
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衛生費 後期高齢者保健事業

後期高齢者医療制度において実施される保健事業（健康診査）について、滋賀
県後期高齢者医療広域連合からの委託を受けて実施する。

2,767 福祉課

○三方よしで未来につなぐ楽市楽座のまち

一部新規
労働費 緊急雇用創出特別対策事業

滋賀県緊急雇用創出特別対策事業費補助金を活用して、緊急雇用創出特別
対策事業のうち重点分野雇用創出事業および震災対応事業を実施する。
重点分野雇用創出事業⑤　：　田舎暮らしサポート事業、生徒サポート支援員
事業、小１すこやか支援員事業、特別支援教育支援員設置事業、図書館支援
業務
被災者限定事業②　：　高齢者相談体制強化事業、庁内印刷業集中管理事業
【新規】起業支援型地域雇用創造事業

34,119 商工観光課

拡充

重点
農林水産業費 特産農産物振興事業

町の特産物である日野菜の産地ブランド化を図るため、日野菜の生産拡大、
生産振興に対して補助する。
【拡充】日野菜原種保存活動補助540千円→1,030千円、日野菜生産拡大事業
等2,571千円→4,000千円

7,176 農林課

農林水産業費 水田農業推進対策事業

米政策改革大綱に即した需要に対応する売れる米の生産や、水田を有効に活
用した麦・大豆・飼料作物等の生産の促進により安定した農業経営を図り、集
落ぐるみによる生産調整対策のため日野町農業再生協議会の運営に対して補
助金を交付する。

7,653 農林課

一部新規

重点
農林水産業費 有害鳥獣駆除事業

県の自治振興交付金（ニホンジカ広域一斉駆除事業、農作物獣害防止対策事
業）および湖国と森林を守るニホンジカ特別対策事業補助金を活用し、農作物
などに甚大な被害を及ぼしているサル、イノシシ、シカなどの有害鳥獣を計画
的に駆除する。また、日野町有害鳥獣被害対策協議会が実施する防護柵設置
事業に対して補助金を交付する。
【拡充】農作物獣害防止対策事業補助2,811千円→4,175千円
【新規】箱わな捕獲事業3,000千円

24,197 農林課

重点
農林水産業費 グリーン・ツーリズム推進事業

体験型観光の受け入れの推進および体験イベントの実施により、都市農村交
流の活性化を図る。

6,933 商工観光課

農林水産業費 日野町土地改良区運営事業

日野町土地改良区の運営に対して補助金を交付する。

4,463 農林課

農林水産業費 甲蒲土地改良区補助事業

甲蒲土地改良区が実施する施設の維持管理事業に対して補助金を交付する。

2,413 農林課

農林水産業費 日野川流域土地改良区運営事業

日野川流域土地改良区の運営に対して負担金を拠出する。

9,273 農林課

農林水産業費 日野川流域土地改良事業償還事業

日野川流域土地改良区に対して、県営かんがい排水事業および県営ため池整
備事業に対する償還負担金を拠出する。

55,564 農林課

農林水産業費 町単独土地改良事業

農業組合等が行う小規模な土地改良施設の改良事業に対して補助金を交付
する。

675 農林課

農林水産業費 日野川基幹水利施設管理事業

国営かんがい排水事業で施工された基幹水利施設について、日野川用水管理
協議会が実施する農業用排水の安定、農村地域の防災・環境保全などの管理
事業に対して負担金を拠出する。 45,287 農林課

農林水産業費
国営かんがい排水施設管理体制整備
促進事業

国営造成施設の管理の適正化を図り、農業水利施設の洪水防止などの多面
的機能を発揮するため、日野川流域土地改良区が実施する管理体制整備事
業に対して補助金を交付する。 11,176 農林課

新規
農林水産業費 農業基盤整備促進事業

国の補正予算による農業基盤整備促進事業補助金を活用し、集落の農業用
施設の改修に補助金を交付する。

20,000 農林課

農林水産業費 グリム冒険の森管理運営事業

グリム冒険の森の管理運営に要する経費を支出する。

12,871 農林課

農林水産業費 県単独間伐対策事業

健全な森林の造成を図るため、枝打ち、間伐、間伐材有効活用などの実施に
対して補助金を交付する。

867 農林課

農林水産業費 里山整備事業

里山整備方針に基づき、森林所有者や地域住民との協定により、県民が親し
み利用することができる里山環境整備を実施する（北脇地区・野出地区・上駒
月地区、三十坪地区）。滋賀県琵琶湖森林づくり県民税充当事業。 12,744 農林課

款 事業概要 担当課事業名 予算額

4/8



商工費 商工会運営事業

商工業の振興と安定に資するため、町内業者への経営指導など実施する日野
町商工会の運営に対して補助金を交付する。平成23年度から商業活性化対策
事業に対して補助金を交付。 16,771 商工観光課

商工費 小規模企業者小口簡易資金貸付事業

小規模企業者の事業経営の安定および設備の近代化に必要な資金の融通を
図るため、金融機関に対して資金預託を実施する。

11,180 商工観光課

商工費 氏郷まつり"楽市楽座″開催事業

蒲生氏郷公のまちづくり、日野商人のまちづくりなど、今一度歴史と伝統のある
まち日野を振り返り、くらしに根づく魅力ある日野の産業・観光基盤づくりを行う
ことを目的として、日野町役場周辺を会場としてフェアを開催する。 1,210 商工観光課

拡充

重点
商工費 住宅リフォーム促進事業

一般家庭の住宅リフォームを町内業者に依頼した者に対し、経費の一部を助
成することにより、多岐に渡る業種への経済波及効果を及ぼし、地域経済の活
性化を図る。工事費の10％（上限10万円/年）を日野町商品券で助成。
【拡充】助成金5,000千円→7,000千円

7,000 商工観光課

商工費 観光協会運営事業

観光振興の拠点施設である観光協会の運営（観光ＰＲや観光キャンペーンな
ど）に対して補助金を交付するとともに、平成23年度から観光地域活性化対策
補助金を交付。 19,883 商工観光課

商工費 観光ＰＲ推進事業

花のまちとしてのイメージアップを図り、史跡等の看板の設置、観光パンフレッ
トの作成、観光キャンペーン等実施することにより観光資源の情報発信を行う。
平成24年度から、町内にある自立型観光看板を順次更新。 2,847 商工観光課

商工費 各種イベント開催事業

氏郷まつり「夏の陣」、グリムMTBフェスティバル、ふれあい綿向山Dayのイベン
ト開催事業に対して補助金を交付する。

2,435 商工観光課

○自然と文化をみんなでまもるまち

新規

重点
衛生費 太陽光発電システム設置助成事業

【新規】自然エネルギーの有効利用を促進するため、個人の住宅用太陽光発
電システム設置に対して助成を行う。発電出力１Kw当たり３万円（上限１０万
円）とし、地域経済の活性化を図るため日野町商品券で助成する。 5,000 住民課

衛生費 エコライフ地域住民活動推進事業

滋賀県自治振興交付金（エコライフ地域住民活動支援事業）を活用して、住民
組織が中心となって実施するエコライフ（環境に配慮した生活）意識の醸成やご
み減量や水環境保全などの実践に対して補助金を交付する。 507 住民課

衛生費 ごみ収集事業

一般家庭から排出される可燃、不燃、粗大ごみおよび資源ごみの収集運搬を
業務委託により実施する。平成15年度から古紙回収、平成16年度からビンの
色別回収、平成19年度から紙パック、白色トレイの分別収集を実施。平成23年
度から、わたむきの里（わたむきの里エコドーム）にリサイクル業務を一部委
託。

81,570 住民課

衛生費 リサイクル促進事業

資源ごみの自主回収を実施する団体に対し、その回収量に応じて補助金を交
付（古紙・繊維類3円/㎏、廃食油25円/ℓ）するとともに、生ごみ処理機の購入者
に対して補助金を交付（生ごみ処理機：電気式2万円/基・非電気式5千円/基）
することにより、ごみの減量化とリサイクルの促進に取り組む。

2,325 住民課

衛生費 中部清掃組合負担金

ごみ処理およびリサイクルセンターなどの管理運営を担う中部清掃組合に対し
て負担金を拠出する。

182,359 住民課

農林水産業費 農地・水保全管理支払交付金事業

農地・水・環境保全向上対策が見直され、共同活動の実施地域において、当該
活動組織内の農業者が町との協定に基づき、農地・農業用水の保全のための
共同活動で行う日常管理、農村環境の向上に資する活動および農地周りの水
路・農道等の長寿命化（補修営・更新）対策を実施する場合に、国・県とともに
支援を行う。

8,985 農林課

農林水産業費 環境保全型農業直接支援対策事業

農業者等が、環境こだわり農業を実施した上で、さらに地球温暖化防止や生物
多様性保全に効果の高い営農活動に取り組む場合に国・県とともに支援を行
う。 3,193 農林課

農林水産業費 日野町森林組合運営事業

日野町森林組合の運営に対して補助金を交付する。

2,575 農林課

土木費 河川管理事業

県から河川愛護活動委託金を受け、地元自治会との協働により河川浚渫など
の清掃活動を実施する。

8,289 建設計画課

土木費 都市計画総務事務事業

町内の都市計画の秩序ある発展と良好な市街地の形成および住環境の保全
を図るための経費

1,889 建設計画課

教育費 森林環境学習「やまのこ」事業

小学校４年生を対象として森林環境学習を実施する。滋賀県琵琶湖森林づくり
県民税充当事業。

560 学校教育課

事業概要 予算額 担当課款 事業名
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○安心をみんなでつくり住みたくなるまち

拡充
総務費

日野町役場庁舎耐震補強その他工事
事業
（庁舎等施設管理事業）

日野町役場庁舎の耐震改修事業および電算室移転に伴う町内ネットワーク構
成変更にかかる工事を行う。
（２４年度からの継続費、Ｈ２４：298,822、Ｈ２５：154,266、計：453,088） 154,266 総務課

重点
総務費 路線バス対策事業

住民の日常生活における移動手段の確保を図るため、町営バスの運行を行
う。また、地方バス路線（日八線）の運行に対して補助金を交付する。平成23年
度から引き続きデマンドタクシーの試行運行を行う。 45,657 企画振興課

総務費 街灯設置補助事業

集落内の防犯および交通安全を確保し地域住民の安全性の向上を高めるた
め、自治会の街灯設置に補助を行う。

600 建設計画課

衛生費 水道事業会計繰出金

水道事業会計に対して広域化対策に要する経費の一部について繰り出す。

5,824 上下水道課

衛生費 環境保全対策事業

公害や環境汚染対策として河川等の水質分析を定期的に実施する。

4,357 住民課

衛生費 浄化槽設置整備事業

浄化槽の普及促進を図り、公共用水域の水質の保全と、生活環境の改善と保
全を目的として、浄化槽設置者に対して補助金を交付する。

1,613 上下水道課

衛生費 八日市布引ライフ組合負担金

し尿収集、汚泥処理および斎苑の管理運営を行う八日市布引ライフ組合に対し
て負担金を拠出する。

61,956 住民課

衛生費 浄化槽維持管理事業

滋賀県自治振興交付金（浄化槽維持管理事業）を活用し、浄化槽設置義務化
区域において、合併浄化槽を設置し、維持管理および集落ぐるみで生活排水
処理に努める維持管理組合に対して、浄化槽の保守点検、水質検査、清掃等
に要する経費を補助する。

864 上下水道課

農林水産業費 農業集落排水事業特別会計繰出金

農業集落排水事業特別会計における起債の償還に対して繰り出しを行う。

80,800 上下水道課

土木費 地籍調査事業

地籍の明確化を図るため、国土調査法に基づく地籍調査事業を実施する。平
成25年度は、西大路地区および奥之池地区において実施する。

1,381 建設計画課

土木費 道路維持補修事業

町道や付属構造物の維持補修工事および除雪対策を実施する。

20,000 建設計画課

重点
土木費 社会資本整備総合交付金事業

（道路分）
・町道豊田中山線歩道設置工事6,600
・町道大窪内池線側溝修繕工事11,000
（橋梁分）
町道橋梁（牛飼橋、他6橋）長寿命化修繕工事26,000

134,000 建設計画課

土木費 町単独道路改良事業

測量調査業務（4路線）3,000
町単独道路改良工事（5路線）27,000

34,700 建設計画課

土木費 土木工事等補助事業

地元管理道路の維持補修などに要する経費に対して補助金を交付する。
500千円/地区×9地区

4,000 建設計画課

土木費 道路改良工事県事業負担金

県が実施する国道・県道の改良事業に伴う負担金を地方財政法の規定に基づ
き支出する。

7,920 建設計画課

土木費 急傾斜地崩壊対策事業

急傾斜地崩壊危険区域に指定された地域において、崩壊防止工事のための
調査設計業務を実施する。熊野地区

4,000 建設計画課

土木費 急傾斜地崩壊対策工事県事業負担金

急傾斜地崩壊危険区域に指定された地域において、「がけ崩れ」を防止するた
めの崩壊防止工事を実施する。県営下迫地区工事にかかる負担金を支出す
る。 4,500 建設計画課

一部新規
土木費 公園管理運営事業

都市公園（大谷公園・内池公園・ひばり野公園・松尾公園・日野川ダム公園・蔵
王ダム公園）の管理運営に要する経費を支出する。
【新規】大谷公園プールろ過機改修6,550千円、同グラウンドゴルフ場調査設計
5,420千円

55,743 建設計画課

款 事業概要 担当課事業名 予算額
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土木費 公共下水道事業特別会計繰出金

公共下水道事業特別会計における起債の償還や管渠築造工事などの事業費
に対して繰出しを行う。

337,619 上下水道課

土木費 木造住宅耐震診断員派遣事業

木造住宅の地震に対する安全性の向上を図り、地震に強いまちづくりを進める
ことを目的として、木造住宅に滋賀県木造住宅耐震診断員を派遣して耐震診
断を実施する。 300 建設計画課

土木費 木造住宅耐震・バリアフリー改修事業

平成19年度に策定した耐震改修促進計画に基づき、木造住宅の地震に対する
安全性の向上を図り、地震に強いまちづくりを推進するため、木造住宅の耐震
改修工事およびバリアフリー改修工事に対して補助する。 900 建設計画課

土木費 公営住宅管理事業

住宅に困窮する低所得者に対して、公営住宅を賃貸し入居者が健康で文化的
な生活が営めるように適正管理を行う。

4,939 建設計画課

消防費 東近江行政組合負担金

消防業務を行う東近江行政組合に対して負担金を拠出する。

241,822 総務課

一部新規
消防費 消防団運営事業

地域における消防力・防災力の向上を図り、火災消火活動などに対して重要な
役割を果たす消防団の活動に要する経費を支出する。
【新規】消防団員活動用雤合羽1,651 28,178 総務課

消防費 消防施設整備事業

災害時に強い安心安全なまちづくりを推進し、防災機能の向上を図るため防火
水槽や小型動力ポンプの整備を実施する。
・防火水槽設置工事（音羽地区） 5,442 総務課

消防費 消防・防災設備補助事業

地域における消防防災体制の確立を図るため、自治会などが管理する消防施
設の整備に対して補助金を交付する。平成23年度から、防災関係設備（油圧
ジャッキ、発電機等）を補助対象に追加した。 1,000 総務課

一部新規
消防費 防災活動事業

地域住民の防災意識の啓発を図るとともに、防災訓練を実施する。自主防災
組織活動を行う自治会等への助成やコミュニティ施設耐震診断事業（各集落会
議所の耐震診断費用）について補助を行う。
【新規】県総合防災訓練負担金199（10/27近江八幡市）

3,805 総務課

○学びあいみんなではぐくむ自治のまち

総務費 自治の力で輝くまちづくり推進事業

町の新しい将来像の実現に向け、地域をよくするために、自らが学び・考え、問
題解決に向けた行動する地域の活動を啓発し支援を行う。【進取野まちづくり
講座、一般コミュニティ助成事業補助、元気ある地域活動推進事業補助】 3,457 企画振興課

商工費 観光資源保存活用事業

曳山等の管理・修繕に要する経費および日野祭の曳山巡行に要する経費に対
して補助金を交付する。

4,210 商工観光課

一部新規
教育費 社会教育団体育成事業

社会教育団体の育成と強化を行い、ひととまちを育てる社会教育を進めるた
め、団体の活動に補助金等を交付する。
【新規】滋賀県青年大会負担金600 1,627 生涯学習課

教育費 青尐年体験活動事業

青尐年の健全な育成を図るため、「アドベンチャーキャンプ」や「あつまれひのっ
子」などの体験型活動事業を実施する。

400 生涯学習課

拡充

重点
教育費 子ども読書活動推進事業

子どもの生きる力を育む読書活動の推進を図るため、「第二次日野町子ども読
書活動推進計画」（平成24年度～26年度）に沿った取組（学校図書館支援、子
どもも関するサービスに重点）を実施する。
【拡充】子ども読書活動支援員配置増　2名→3名
小学校図書室の環境整備および利用を活発化させるために、小学校および中
学校へ図書司書の派遣を行う。

7,463 図書館

教育費 中央公民館運営事業

地区公民館の連絡調整を行い、運営支援を行う。また、生涯学習を通じて町づ
くりや地域振興を目的とした中央公民館事業（。町民大学講座、わたむき検定
講座等）を行う。 1,169 生涯学習課

教育費 地区公民館活動事業

公民館を核としたまちづくりや地域コミュニティの振興を図るため、各地区の公
民館が実施する社会教育活動事業に対して補助金を交付する。

54,268 生涯学習課

一部新規
教育費 地区公民館管理事業

地域コミュニティの振興の場である各地区公民館施設の管理・修繕等を行うた
めの経費を支出する。
【新規】必佐公民館駐車場用地の取得・整備16,958千円 41,133 生涯学習課

一部新規
教育費 文化振興事業

文化振興事業（青尐年文化芸術鑑賞事業、日野町文化祭・地区文化祭開催事
業、尐年尐女カルチャー教室）および町民会館わたむきホール虹の管理運営
を行う。
【新規】施設修繕として大ホール音響反射板ワイヤ交換、舞台制御盤機器更新

100,772 生涯学習課
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教育費 文化団体活動事業

町内の文化的活動団体の育成のため、補助金を交付する。
【新規】科学活動推進団体補助金100

872 生涯学習課

教育費 町史編さん事業

町の歴史文化を明らかにし、後世に正しく伝えるため、日野町史の編さんを実
施する（14年度～26年度予定）。17年度第1巻（自然・古代編）、19年度第5巻
（文化財編）、20年度第6巻（民俗編）、21年度第2巻（中世編）、22年度第8巻
（史料編）、23年度第7巻（日野商人編）、24年度第3巻（近世編）を発刊。２５年
度以降第4巻（近現代編）、第9巻（絵図・要覧編）発刊予定。全9巻

32,343 町史編さん室

○自治をかなえる町の運営を進める

一部新規
総務費 情報管理事業

庁内の行政事務の確実で効率的な執行を行うための電算システム経費
【新規】第３次ＬＧＷＡＮ整備事業、町村会システム共同利用検討負担金

48,432 企画振興課

一部新規
総務費 賦課徴収事務事業

税の公平公正な賦課徴収を行う。
【新規】評価替えに伴う業務（固定資産評価、標準宅地不動産鑑定評価、空中
写真撮影） 36,338 税務課

一部新規
総務費 税務電算システム管理事業

税の公平公正な賦課徴収を行うために必要な電算システムを構築する経費を
支出する。
【新規】滞納管理システム更新 11,653 税務課

総務費 参議院議員選挙費

平成２５年７月２８日任期満了に伴う参議院議員選挙の執行

14,589 総務課

公債費 繰上償還元金

【新規】在宅支援センターの廃止に伴い、設置時の地方債について繰上償還を
行う。

1,401 総務課
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